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１．事業の概要 

(1)事業名称 

 「万願寺 30 街区公社用地活用検討事業(日野市万願寺地区)」（以下「本事業」という。） 

 

(2)事業対象地 

所在地 日野市万願寺 3－19－2 ほか 

面 積 6,993.91 ㎡ 地 目 宅地 

接道状況 
西に幅員 10m 道路と接道している。 

南に幅員 9ｍ道路と接道している。 

法 

令 

制 

限 

等 

都市計画 

市街化区域、万願寺地区地区計画 

用途地域 第 1 種低層住居専用地域 

建築基準 

建 蔽 率 50％ 

容 積 率 100％ 

供給整備の状況 

電    気 引込み可能 

上下水道 引込み可能 

その他特記事項 

・本事業対象地における土地の地盤調査は実施していません。 

・公社は原則、本事業対象地において、土地にかかる契約不適合責任

(地中埋設物、土壌汚染、越境工作物等を含む)を負いません。 

・本事業対象地の面積については、事業実施時の測量において、差異

が生じる可能性があります。 
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＜案内図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜拡大図＞ 

 

甲州街道駅 

多摩川 

万願寺駅 

約700m 

事業対象地 

日野バイパス 

万願寺中央公園 

事業対象地 

6,993.91 ㎡ 

日野市土地開発

公社用地 
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(3)事業対象地と周辺地域の位置付け 

 事業対象地が存在する日野市万願寺地区は、多摩都市モノレールや日野バイパスが近く、

日野市の中でも交通利便性の高い地域です。加えて、地区内に万願寺中央公園があるなど、

良好な住環境が整備されているため、日野市まちづくりマスタープランでは、今後人口増加

が予想される地域とされています。なお、事業対象地は防災まちづくりへの活用の検討がさ

れている場所でもあります。 

また、日野市では、農地について地域住民をはじめ市民の交流の場とするなど、農のある

暮らしづくりが推進されています。 

 

(4)本事業の背景・目的 

 公益財団法人東京都都市づくり公社（以下「公社」という。）は、日野市の受託事業とし

て、昭和 56 年１月の事業決定後から平成 16 年８月にかけて、約 127.2ha の日野都市計画

事業万願寺土地区画整理事業（以下「区画整理事業」）を施行しました。事業対象地は、区

画整理事業区域内に位置し、事業決定当初は日野市の学校用地の一部としての活用を見込

んでいました。しかしながら、事業を進める中で、学校用地としての位置づけはなくなり、

その後野球グラウンドとしての暫定利用を経て、現在は未利用地となっています。 

 本事業は、公社の経営理念である 「安心で快適な都市環境を実現し、魅力的な東京の発展

に貢献」に基づき、公社保有の事業対象地を有効活用することで、地域課題の解決や地域の

魅力向上につなげるまちづくりを目指すものです。 

本事業の計画にあたっては、用途地域や周辺環境から居住を中心とした活用計画とし、コ

ミュニティの形成や地域への貢献を目的として、多世代、子育て、農、環境、防災など、郊

外における新たな住まい方のモデルとなるようなご提案を募集します。 

 公社の事業目的にご賛同いただける事業者の皆様に、ぜひ積極的な参加申込みをお願い

いたします。 
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＜日野市土地区画整理事業位置図＞   出典：日野市 HP（一部加工） 

https://www.city.hino.lg.jp/shisei/machidukuri/kukakuseiri/1005208.html 

 

 

(5)本事業予定者の公募 

事項 時期(予定) 

募集要項の公表 令和 8 年４月 15 日(水) 

基本協定締結 令和 8 年内（予定） 

土地の契約締結(対象地の一部) 令和 8 年度 

土地一括造成設計及び工事施工 令和 8 年度～令和 9 年度 

建物建設工事 令和 9 年度～令和 10 年度 

 

 

 

 

万願寺土地区画整理事業区域 

事業対象地 
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２．本公募の概要 

(1)主催 

 (公財)東京都都市づくり公社  

〒192-0904 東京都八王子市子安町四丁目 7 番 1 サザンスカイタワー八王子 7 階 

【事務局】事業企画部 企画調整課 企画調整係 

Tel：042-686-1884 

 

(2)公募審査の体制 

 公社内に、最優秀提案者選定委員会を設置し実施します。 

 

(3)事業者選定方式 

 公募型プロポーザル方式 

 

(4)参加資格 

 参加事業者は、単独の企業、または複数の企業等で応募するグループ（以下「グループ等」

という。）による参加とします。なお参加にあたっては、様式１「参加申込書」及び様式２

「応募構成書」、様式３ 「資格確認書及び誓約書」、様式４ 「機密保持誓約書」を提出するこ

とが必要です。グループ等で参加される場合は、参加企業すべてを様式１ 「参加申込書」及

び様式２「応募構成書」に記載し、参加企業すべてが様式３「資格確認書及び誓約書」、様

式４「機密保持誓約書」を提出してください。 

 

(5)提案内容  

 ア コンセプト 

 イ 全体配置計画 

ウ 住宅の用途（一戸建て住宅、共同住宅など）及び戸数 

エ 住宅以外の用途及び数量に係る情報（例えば、〇床、●室など） 

オ 地域コミュニティの形成に資する提案 

カ 防災まちづくりに資する提案 

 キ 事業方式及び公社事業運営への関与に係る提案 

 ク 費用に関する事項 
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(6)提出資料 

 ア 提案書 

 イ その他資料(様式１「参加申込書」、様式２「応募構成書」、様式３「資格確認書及び

誓約書」、様式４「機密保持誓約書」) 

 

(7)提出方法 

 「６．その他(4)お問合せ先」（P15）に記載のメールアドレス宛に提出してください。 

 

(8)本公募スケジュール（予定） 

事項 時期(予定) 

募集要項の公表 令和 8 年４月 15 日(水) 

参加登録受付期間 
令和 8 年５月 15 日(金)～ 

令和 8 年 5 月 27 日(水) 

参加資格の通知 令和 8 年６月上旬 

質問受付期間 
令和 8 年６月上旬～ 

令和 8 年６月下旬 

質問に対する回答 令和 8 年７月上旬 

事業提案書受付 
令和 8 年 10 月中旬～ 

令和８年 10 月下旬（同月末締切予定） 

プレゼンテーション及びヒアリング 令和 8 年 11 月中旬 

審査結果の通知及び公表 令和 8 年 11 月下旬 

基本協定締結 令和 8 年内（予定） 
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３．本公募に関する事項 

(1)計画に関すること 

 事業計画の作成にあたり、次の内容を踏まえて、郊外における新たな住まい方のモデル

となるような計画をご提案ください。 

① 事業計画に関すること 

ア 参加事業者は事業対象地全体を一体的に計画してください。 

イ 事業対象地全体(約 6,994 ㎡)のうち、約 2/3 を住宅事業用地 （一戸建て住宅など住 

宅専用）として、事業予定者 （最優秀提案者）に売却(定期借地)することを想定し 

ています。 

ウ 約 1/3 の未売却土地(以下、「公社事業用地」) は、公社が当面保有し、地域コミュ 

ニティに貢献できる共同住宅(高齢者施設や子育て支援、一部店舗を含む住宅)など 

の施設を建設、所有し、公社が運営管理すること、もしくは事業予定者 （最優秀提 

案者）と共同で運営することを想定しています。 

 

(2)実施体制に関すること 

 事業を遂行するために実現可能な体制を提案してください。 

① 事業スキームの検討 

ア 住宅事業用地 

イ 公社事業用地 

参加事業者が、公社事業用地の事業や運営にどのように関与していくか提案してください。 

(例：事業への出資、公社事業用地に建設した建物のリーシング業務や運営費の出資、 

また、一戸建て事業用地の購入者や公社事業用地のテナント、居住者を対象とした、コ 

ミュニティ形成につながるイベントの企画開催など) 

② 事業体制 

③ 運営体制 

※本公募は、公社事業用地の建築工事の発注先を決定するものではありません。 

 

(3)費用に関すること 

  住宅事業用地の土地買取価額もしくは、一般定期借地の貸付料を算定のうえ、ご提案くだ

さい。 

参加いただける企業・団体に対しては、参加資格通知時（令和８年６月上旬を予定してい

ます）に、最低土地販売価額及び一般定期借地貸付料の最低基準価額を提示いたします。 
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(4)その他配慮いただきたいこと 

① 多世代、子育て、農など地域特性を活かした新たな交流・活動拠点創出に配慮した

計画としてください。 

② 地震、雪害、風水害及び火災等の各種災害に対して事業対象地の住民、施設利用者

のほか、周辺住民の安全性確保に配慮してください。 

③ 日野市の「SDGｓ未来都市」の実現に向けた取組みに配慮してください。 

④ 無電柱の街並みを実現する計画としてください。 

⑤ 建物の意匠及び緑化等、景観について周辺との調和を図る計画としてください。 

⑥ 日野市まちづくりマスタープラン及び地区計画の内容に合致した計画としてくださ

い。 

⑦ 事業対象地全体は、区画整理事業の範囲にあり、既に面的整備を完了したエリアと

なるため、日野市まちづくり指導基準（令和５年５月 26 日改正）に基づく道路、公

園・緑地の設置は必ずしも条件とはなりませんが、提案する事業計画については、

居住者の視点で魅力的な計画を提案してください。 

 

(5)提案で求める内容 

①事業計画の提案  

 本事業の背景及び目的を踏まえた上で、郊外における新たな住まい方のモデルとな

る、魅力的で実現可能な計画をご提案ください。その際、事業対象地全体のソフト及び

ハードの側面、中長期の視点をご配慮ください。 

 

ア 事業計画 

 [記載項目] 

 □コンセプト 

□街区全体の配置計画 

  ・事業対象地全体での一体性のある計画 

  ・住宅事業用地として利用する土地の面積、区画数、建物規模、事業種別等 

  ・公社事業用地に提案する施設（建物用途、機能、規模等） 

 □ランドスケープデザイン  

 □造成計画 

 □面積総括表（住宅・住宅以外・共用部） 

イ 防災まちづくり 

 □地域防災機能の向上に資する提案 

  ・施設計画とその機能 
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ウ 地域コミュニティ形成 

 □コミュニティ形成に資する提案 

  ・施設計画とその効果 

②事業方式及び公社事業運営への関与に係る提案  

[記載事項] 

 □事業スキーム 

  ・住宅事業用地における事業方式（所有権分譲方式または定期借地方式） 

 □公社事業用地での事業への具体的関与 

・公社事業への出資、運営事業者の誘致・紹介、竣工後の運営に関する提案 

③費用に関する事項  

[記載事項] 

 □住宅事業用地の土地買取価額もしくは定期借地の貸付料 

※公社事業用地に整備する施設の内容については、事業予定者（最優秀提案者）の提案を

ベ－スとしつつ、今後公社と協議をしながら定めていくこととします。 

 

(6)審査の方法 

 事業提案書、プレゼンテーション及びヒアリングに基づき、審査します。（非公開） 

公社では、審査にあたり都市づくりに貢献する質の高い提案であることを重視します。そ

のため、次項、(7)評価の視点「事業計画」、「事業方式及び公社事業運営への関与に関する

提案」を評価し上位２社に絞り込んだうえで、「費用に関する事項」を含め総合的に評価し、

最優秀提案者を決定いたします。 

 

(7)評価の視点 

 本公募では、次の視点から評価を行います。 配点 

事業計画について 

30 60 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○コンセプト 

 ・コンセプトを満たす提案 

○全体計画 

 ・事業対象地全体での一体性のある計画 

 ・住宅事業用地として利用する土地の面積、区画数、建物規模、事

業種別等 

 ・公社事業用地に提案する施設（建物用途、機能、規模等） 

○ランドスケープデザイン 

 ・街並み全体としての魅力 

 ・周辺環境との調和 
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○社会課題の解決に向けた貢献、脱炭素社会の実現 

 ・郊外における新たな住まい方のモデルとなる提案 

 ・循環型社会や脱炭素社会等の実現に配慮した計画 

・地域防災機能を高める施設計画とその機能 

15 

○地域コミュニティ形成 

 ・コミュニティ形成に資する施設計画 

 ・地域特性を活かした交流・新たな活動拠点の創出 

 

15 

事業方式及び公社事業運営への関与に係る提案について 

20 

 ・事業スキーム 

 （住宅事業用地における事業方式（所有権分譲方式または定期借地

方式）） 

・公社事業用地での事業への具体的関与 

 （公社事業への出資、運営事業者の誘致・紹介、竣工後の運営に関

する提案） 

費用に関する事項 
20 

 ・住宅事業用地の土地買取価額もしくは定期借地の貸付料 

合計 100 

※審査にあたっては提案内容の補足資料を別途求めることや、必要に応じてヒアリングを行う場合があります。 

 

４．本公募の手続き 

(1)募集要項等の公表 

募集要項等の関係資料については、公社のホームページにて公表します。また本要項に定

めることのほか、募集の実施にあたって必要な事項が生じた場合は、公社のホームページに

掲載します。 

 

(2)参加登録 

参加希望者（以下「参加者」とします。）は、下記のとおり様式１「参加申込書」、様式２

「応募構成書」、様式 3 「資格確認書及び誓約書」、様式４「機密保持誓約書」を提出してく

ださい。 

① 参加登録の受付期間 

令和 8 年５月 15 日(金)～令和 8 年 5 月 27 日(水)午後 5 時まで 

② 提出先と提出方法 

「６．その他(4)お問合せ先」(P15)に記載のメールアドレス宛に提出してください。 
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③ 送付書類 

様式１「参加申込書」、様式２「応募構成書」、様式 3「資格確認書及び誓約書」、様

式４「機密保持誓約書」に必要事項を記載の上、電子メールに書類 （付付ファイル／PDF

形式）を付付してください。併せて、参加資格が確認できる書類を提出してください。 

※参加登録後に提案を辞退する場合は、(7)事業提案書等の提出日までに様式 6「参加

辞退届」を提出してください。 

④ その他 

グループ等で参加する場合、参加企業に変更があった際は、その都度様式１「参加申込

書」、様式２ 「応募構成書」、様式 3 「資格確認書及び誓約書」、様式４「機密保持誓約書」

を提出してください。 

 

(3)参加者の資格要件 

① 共通事項 

参加者は、下記のいずれか一つでも該当する場合は、申込をすることができません。 

ア 国税、地方税その他公租公課について滞納処分を受けている者若しくは法人 

イ 破産・民事再生・会社更生その他それらに準ずる申立てを受けた者若しくは申請をし

た法人 

ウ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項及び第２項各 号

に該当する者 

エ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）

第８条第２項第１号に掲げる処分を受けている団体及びその役職員又は構成員 

オ 東京都暴力団排除条例（平成 23 年東京都条例第 54 号）第２条第２号に規定する

暴力団及び同条第４号に規定する暴力団関係者 

カ エ及びオに掲げる者から委託を受けた者並びにイ及びウに掲げる者の関係団体及び

その役職員又は構成員 

キ 東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和 62 年１月 14 日付 61 財経庶第 922 

号）第５条第１項に基づく排除措置期間中の者 

② 個別資格要件 

応募企業又はグループ等の代表企業・構成員は、令和 8 年 3 月 30 日の時点において下

記の要件を求めます。 

ア 設計者については、建築士法（昭和 25 年 5 月 24 日法律第 202 号）第 23 条第１項の

規定に基づく一級建築士事務所の登録を受けていること 

イ 造成設計者については、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）

第 13 条第２項に規定する資格を有すること 

ウ 造成工事施工者については、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 15 条の規定に
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基づく特定建設業の許可を受けていること 

エ 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 30 条の規定による申請書のうち、同法第

31 条に定める設計図書の作成の実績を有していること（作成した図書により、同法

第 29 条の許可を受けたものに限る） 

③ その他要件 

応募企業又はグループ等の代表企業は、下記のいずれかの要件を求めます。ただし、参

加登録の受付期間内に登録が完了できないときは、その事由を公社に報告してください。 

ア 公社における令和７・8 年度建築工事等競争入札参加資格登録を、「建築設計」もし

くは「建築工事」の業種で完了していること 

イ 上記アに該当しない者で、東京都建築工事等競争入札参加資格登録（令和７・8 年度）

を、「建築設計」もしくは「建築工事」の業種で完了していること 

 

(4)参加資格の通知 

参加資格については、 前記の「(3)参加者の資格要件」の内容を審査の上、電子メールに

て資格の有無を通知します。 

 

(5)募集要項等についての質問 

募集要項等の内容についての質問は、下記のとおり様式 5 「質問書」を提出してください。 

① 質問の受付期間 

令和 8 年 6 月上旬～令和 8 年 6 月下旬 

詳しくは参加資格を通知する際にお知らせします。 

② 提出先と提出方法 

「６．その他(4)お問合せ先」(P15)に記載のメールアドレス宛に提出してください。 

③ 送付書類 

様式 5「質問書」に必要事項を記載の上、電子メールに書類（付付ファイル／Excel 

形式）を付付し、提出してください。 

 

(6)質問への回答 

募集要項等の内容についての質問に対する回答は、質問者に電子メールにて回答の上、公

社のホームページにおいても公表します。 

 

(7)事業提案書等の提出 

下記の資料を用意し提出してください。 
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① 受付期間 

令和 8 年 10 月中旬～令和８年 10 月下旬（同月末締切予定） 

詳しくは参加者へ別途お知らせします。 

② 提出先と提出方法 

様式 7 「提案申込書」に必要事項を記載の上、電子メールに資料 （付付ファイル／PDF

形式）とともに付付し、 「６．その他(4)お問合せ先」(P15)に記載のメールアドレス宛に

提出してください。 

③ 提出資料 

ア 事業提案書・・・計５枚以内（A３判横） 

 ・事業計画の提案 

 ・事業方式及び公社事業運営への関与に係る提案            

 ・費用に関する事項              

※必要事項を満たした上で、所定の規格枠内であれば、表現方法は自由とします。 

  ※全ての提案書に応募者の企業名等を記載しないでください。 

 

(8)最優秀提案者の決定と審査結果の通知及び公表について 

① 最優秀提案者の決定 

最優秀提案者選定委員会は事業提案者の中から、最優秀提案者を決定します。 

② 審査結果の公表 

  最優秀提案者及びその事業提案書の一部については、公社のホームページに公表します。 

③ 留意事項 

  審査の結果、本募集要項に示す目的や諸条件に合致しないと判断した時は、最優秀提案

者を該当なしとする場合があります。 

 

５．契約の締結等 

(1)基本協定締結 

① 最優秀提案者との基本協定の締結 

公社と最優秀提案者は、最優秀提案者決定後速やかに本事業における基本協定を締結

するものとします。 

② 事業予定者について 

最優秀提案者は、公社と基本協定を締結することにより、事業予定者となります。 

③ 基本協定締結後の手続きについて 

最優秀提案者の提案内容に合わせて、事業方式（所有権分譲方式または定期借地方式）

及びスケジュールを提示します。 
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６．その他 

(1)その他ご留意いただきたい事項 

① 事業予定者の地位について 

  事業予定者が次に掲げるいずれかの場合に該当することが判明した場合は、事業予定者

の資格を喪失するものとします。 

ア  「４．本公募の手続き(3)参加者の資格要件①共通事項」(P11）に該当することが判

明した場合。 

イ 最優秀提案者に選出されたにもかかわらず、正当な理由なく公社との基本協定の締結

に至らなかった場合。 

ウ 事業予定者又はその構成員に、重大な疑義を生じる客観的な事由が確認された場合。 

② 土地の転売等について 

 事業提案においては、あらかじめ予定していた場合を除き、事業者から第三者への所有

権の移転、その他賃借権や地上権等の権利や質権、抵当権等を設置することを禁止します。 

③ 第三者への損害について 

本事業の実施において、故意または過失を問わず、事業者が第三者に損害を生じさせて

も、公社は一切の責任を負わないこととします。 

④ 提出書類について 

事業提案書を含めた提出書類については、返却を予定しておりません。 

⑤ 応募費用 

本公募への応募に係る費用については、全て応募者の負担とします。 

⑥ 著作権利用 

  提出された資料等の著作権は、全て応募者に帰属しますが、提案内容の掲載など発表に

関わる権利は、主催者側が保有します。 

 

(2)行政指導等による変更 

① 事業提案については、行政指導等により、計画の変更が生じる場合があります。 

② 開発にあたっては行政の指導に従って計画及び工事等を進めてください。 

③ 工事等の着手にあたり、地元への説明をお願いします。 

 

(3)定めのない事項 

募集要項等に記載のない事項については、公社に確認の上、その指示に従ってください。 
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(4)お問合せ先 

 

(公財)東京都都市づくり公社 事業企画部 企画調整課  

企画調整係 岩田、日野、大須賀 

〒192-0904 東京都八王子市子安町四丁目 7 番 1 サザンスカイタワー八王子 7 階 

Tel：042-686-1884  Mail：keikaku@toshizukuri.or.jp 
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【想定イメージ図】 

 

 

事業用地間の連携 

全体面積 約 7,000 ㎡ 

幅員 

10ｍ 

幅員９ｍ 

用地全体の約 1/3 

用地全体の約 2/3 


